




The Actual State of the PRSP（Poverty Reduction Strategy Paper）
















　本論文では，2002 年に発表されたスリランカの最初のPRSP（Poverty Reduction Strategy 
Paper）2 とそれに対するJSA（Joint Staff Assessment，共同スタッフ評価）3 について，1990 年代を
中心としたスリランカの財政改革と，PRSP Sourcebook（以下，“Sourcebook”と記すことがあ
る）の内容 4 を踏まえて検証する。これにより，世銀・IMFの推奨する政策から成ると考えられ
1　本稿の続編となる ( 下 ) は，第 3 節　JSA の内容と評価，第 4 節　検証　(1) “Sourcebook”を踏まえて　(2)
経済・財政の実績を踏まえて，おわりに，という構成を予定している。
2　2002 年 12 月に発表された“Regaining Sri Lanka：Vision and Strategy for Accelerated Development”のパー
トⅡ“Connecting to Growth：Sri Lanka's Poverty Reduction Strategy”がスリランカ最初の貧困削減戦略で
ある。パートⅡが貧困削減戦略であることは，“Regaining Sri Lanka：Vision and Strategy for Accelerated 
Development”の首相による序文に明記されている。
3　PRSP と JSA については船津 [2012a] を参照。
4　前者は船津 [2001] に，後者は船津 [2012b] に基づく。過去の経済・財政改革や“Sourcebook”を踏まえ
て PRSP を検証した先行研究は，スリランカに限らず，十分とは言い難い。また，こうした研究の意義
については，船津 [2012b]P.29 を参照。なお，“Sourcebook”は，世銀のウェブサイト (http://go.worldbank.











挙でも再選される。2000 年 10 月には総選挙が行われ，人民連合はムスリム政党やタミル政党
の一部と連立して過半数を確保した。しかし，人民連合からの離脱が相次ぎ，不信任動議の成
立が避けられない状況になったことを受けて，大統領は 2001 年 10 月に議会の解散を宣言した。
同年 12 月に行われた総選挙の結果，人民連合が敗れて，統一国民党を中心とした統一国民戦線
が勝利し，統一国民党のウィクラマシンハが首相に就任する。つまり，大統領と首相の所属政
党が異なるねじれ状態が生じたことになる。その後，04 年に大統領は議会を解散し，同年 4 月
に総選挙が行われる。ここで，人民連合は人民解放戦線と連合して統一人民自由連合を結成し，




マシンハ政権が発表し，この政権は 2004 年 4 月の総選挙に敗れて，終わる。
　なお，こうした複雑な政治情勢には，民族紛争とそれに対する国際社会のアプローチが大き
く影響している。そこで，国際社会のアプローチを含む 2000 年から 05 年頃までの民族紛争に
関する動向を以下に整理する。
　民族紛争に対するノルウェーの仲介が 2000 年に開始される 8。加えて，同年 7 月に，イギリス
の文書は ｢ 答え ｣ を提供するものではなく，示唆 (suggestive) と可能なアプローチに関する情報源とし
て選択的に使われることのみを意図している，とされる。しかし，長田 [2005] は，｢PRSP 作成担当者
の参考に資するために作成したもので，両機関の公式見解ではないという断りはあるものの，基本的に
はその見解を示したものとみなして差し支えないと思われる ｣(P.9)，柳原 [2001] は（同論文では Poverty 
Reduction Strategy Sourcebook と記されている），｢PRSP 作成の手引き ｣(P.5) とし，｢ 世銀・IMF 両機関に
よる審査のポイントをあらかじめ示すものとも考えることができる ｣(P.5) と述べている。
5　スリランカの最初の PRSP に関する先行研究としては，この PRSP 成立の過程について詳述している
Jafferjee and Senanayake[2004] 等がある。しかし，スリランカの PRSP の内容そのものに関する研究はあま
り見られず，本論文の研究対象である JSA が最も詳細な分析を行っていると言える。スリランカの PRSP
に関する記述のある日本語の文献としては，『スリランカ国別評価調査』があるが，第 2 の PRSP を含む
スリランカの PRSP の内容の紹介にとどまっている。なお，JSA の検証に関しては，スリランカに限らず，
十分な先行研究があるとは言い難い。
6　世銀 [2003]P.6，23，世銀 [2004]P.19。






は軟化姿勢を示すようになり，12 月 24 日から１カ月間の停戦を宣言する 10。しかし，スリラン
カ政府は，LTTEを信頼せず，攻勢を緩めることはなかった 11。
　とはいえ，ノルウェーの政治家エリック・ソルヘイムを仲介役とした両者の交渉は徐々に進










2002 年 2 月には，政府とLTTEの停戦合意が締結された。大統領が，この合意を批判するといっ
た事態も生じたが，アメリカ等，海外から停戦合意に対する賛辞が贈られたこともあり，大き
な混乱にはつながらなかった 14。








したことによる（“Tokyo Declaration on Reconstruction and Development of Sri Lanka”（｢ スリランカ復興開
発に関する東京宣言 ｣））。
9　Liberation Tigers of Tamil Eelam。スリランカ北東部の広範囲に渡る地域を支配下に置き，政府と対立して
いた武装組織。詳しくは http://www.moj.go.jp/psia/ITH/organizations/SW_S-asia/LTTE.html 等を参照。
10　その後，2001 年 2 月に指定された ( アジア経済研究所 [2001]P.537)。
11　アジア経済研究所 [2001]P.522 〜 528。
12　アジア経済研究所 [2002]P.528 〜 536。
13　アジア経済研究所 [2002]P.538。
14　アジア経済研究所 [2003]P.539。


































16　｢ 平和の構築 ｣ は，2003 年 8 月に改定された日本の ｢ 政府開発援助大綱 ｣ の重点課題の 1 つともされて
いる。
17　『アジア動向年報』の各年版を参照。

































1 人当たりGDPの成長が平均で 3.9％であった一方で，GDPの成長は平均で 5.1％であった。同じ
期間に，所得分配の指標であるジニ係数は，支出単位（0.46 から 0.45 に）でと同様に，所得者




































19　土地の約 80％が国家所有で，農村の貧困の主たる原因である低い労働生産性の重要な原因の 1 つになっ
ているとされる。














指定地域での先駆的投資に対するインセンティヴに関しては，投資の規模によって 5 〜 10 年間
のタックス・ホリデー期間を与えるものの，非伝統的農業や製造業，ITの輸出を促進するため
のインセンティヴは 3 年後に漸進的に税率を引き上げ，6 年目までに現在の法人税制に完全に組
み入れることを目指すとしている。








02 年の 103％から 06 年までに 81％に低下すると予想される。
　支出の抑制手段には，防衛支出 23 や補助金，公的部門の雇用の削減が含まれるだろう。中期的
には，政府の局・機関の整理統合，選ばれた公企業の商業化と売却等が，予算にかかる圧力を



























































とも 40 あること，1999 年から 2001 年に赤字国有企業の金融負担がかなり増加したこと，2000
年に国有企業が創出した赤字は全体でGDPの 2％に相当すること，公企業の債務残高は 01 年末
で 410 億ルピーに達したこと 26，特に主要な 3 つの赤字企業，セイロン石油公社，セイロン電力
委員会，協同卸売機構の債務残高は各々 190 億ルピー，100 億ルピー，80 億ルピーに達したこと，
長年，政府は国有企業の国営銀行に対するローンを保証していること等が指摘されている。







































































供し 27，乳幼児栄養プログラムの下で 82000 世帯に別個の現金支援を提供している。また，様々
な強制貯蓄プログラムやサムルディ銀行ソサイエティー 28，全国青年雇用創出・村落開発活動を
運営している。2000 年の総支出は，117 億ルピーを超え，GDPのほぼ 1％に当たる。サムルディ
の費用は，現金移転のインフレ調整で 2000 年に 22％増加し，予算を圧迫した。また，受給者の














28　約 70000 のサムルディ世帯グループと 1000 を超えるサムルディ銀行ソサイエティーを通して貯蓄が奨




































てこの問題が深刻化しているとし，政府は，17 歳から 22 歳の失業している青年に職業訓練やキャ
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